法学部4年　太田久明


1.　事実
原告Xは、平成10年7月28日に、警視庁警察官として採用された。
警察学校は、2回にわたってXの血液を採取して、検査内容の明示的な説明、Xの同意なくHIV抗体検査を実施した。また、検査を実施した警察病院もXの意思を確認せず、検査結果をXに無断で警察学校に通知した。
8月3日、Xは抗体検査で陽性であったことを告げられ、同日、退校手続きを行い、警視庁警察官を辞職した。
Xは、かかる行為が違法であるとし、精神的損害1000万円及び弁護士費用177万円を東京都及び警察病院を運営する財団法人自警会に請求した。
2.　争点
①　警察学校がXに無断でHIV抗体検査を実施したことは、X のプライバシーを侵害し、国家賠償法1条1項の違法な行為又は民法709条の違法な行為に当たるか。
②　Xの辞職を促す行為は、国家賠償法1条1項の違法な行為又は民法709条の違法な行為にあたるか。
③　警察病院がXの同意を確認せずに本件検査を実施し、無断で警察学校に検査結果を通知したこと、Xに検査結果を知らせず、カウンセリングを行わなかったことは、民法709条の違法な行為に当たるか。
④　損害額
3.　判旨
(1)　争点①について
　　HIVに感染しているという事実は、一般人の感受性を基準として、他者に知られたくない私的な事柄に属するといえ、本人の意思に反してかかる情報を取得することは、プライバシーを侵害する違法な行為である。
労働安全衛生法66条の趣旨は、健康診断の結果を労働者の適正配置及び健康管理の基礎資料とし、もって使用者をして労働者の健康維持に留意させるところにあり、雇用契約の内容から、一定の身体的条件の具備の確認のための健康診断も、職種、具体的業務の内容によっては許容されうる。以上の観点から、採用時のHIV抗体検査は、その目的ないし必要性という観点から、これを実施することに客観的かつ合理的な必要性があり、かつ検査を受ける者本人の承諾がある場合に正当行為として違法性が阻却される。
本件では、Xの承諾がないため、本件HIV抗体検査は違法であり、国家賠償法1条1項の責任を負う。
(2)　争点②について
　　本件では、冷静な判断ができないXに対し、就労不能との不正確な情報を伝え、辞職勧告をしているが、かかる警察学校職員の行為は、Xを排除する意図のもと、Xの自由な意思を制圧して辞職に導いたといえ、HIV抗体検査が違法であることと相まって、違法な公権力の行使に当たり、国家賠償法1条1項の責任を負う。
(3)　争点③について
　　HIV抗体検査は、(1)で述べた場合にのみ、違法性が阻却される。そして、平成5年に、労働省から、HIV抗体検査に関する通知が出ていることも考えれば、漫然と検査を実施し、警察学校に結果を通知した警察病院の行為は、不法行為に該当する。
4.　結論
　330万円の損害賠償が認められた。
5.　最後に
(1)　国家賠償法の適用範囲が労働関係にまで及ぶことが分かった。
(2)　本件は、エイズに対する偏見が根強いことが、精神的損害を認める一つの根拠になっているが、偏見がなければ、損害賠償は認められないのか、また、精神的損害は、どのようにして産出されているのかが、良くわからなかった。
